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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主、顧客、取引先、提携先および従業員等のステークホルダーから期待される継続的な成長、企業価値の増大、高付加価値の商品の
提供、経営の安定化を実現するためには、コーポレート・ガバナンス体制をより強固にすることが必要不可欠であると認識しております。

具体的には、法令・定款等に準じて業務執行および意思決定プロセスにおける有効性、効率性、緻密性および牽制性の確保、不正・誤謬の防止
および遵法性の防止等に尽力する方針であります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

2021年6月の改訂後のコードに基づき記載しております。

【補充原則２－３－１　サステナビリティへの取組み】

当社は、サステナビリティを巡る課題への対応を、リスクの低減かつ企業の成長につながる重要な課題として認識しており、サステナビリティ経営
体制をより一層推進させるため、2022年４月より代表取締役を委員長とし、委員には社外取締役４名、外部有識者１名を含むサステナビリティ委員
会を設置する予定です。これまで当社では、持続可能な社会の実現に向けた取り組みの一環として、環境負荷低減策や環境保全活動等を推進し
ており、今後はサステナビリティ委員会を中心として、サステナビリティを巡る諸課題の解決への取り組みを強化するとともに、課題解決を通じたイ
ノベーションの誘発等、収益機会の創出にも取り組んでまいります。なお、実践した活動と今後の計画については定期的に当社取締役会にて報告
を行い、取締役会で議論のうえ、評価・改善を行ってまいります。

【補充原則２－４－１ 女性・外国人・中途採用者の登用等、多様性の確保】

当社は、個人がもつバックグラウンド（学歴、職歴）や特性（性別、人種、国籍、年齢、宗教、思想、ジェンダー、身体上のハンディキャップ、その他
個人的な特性）に関わらず、当社の事業領域に適性をもち、ビジョンや企業理念に共感いただける人材を積極的に採用し、また管理職へ登用する
という考え方のもと、すべての社員に平等な評価及び登用の機会を設けているため、現在は属性ごとの目標数値は掲げておりません。しかしなが
ら、多様性確保の観点も含め、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性は認識しており、今後、多様性の確保に向け体系整備を
含めた人材育成や多様な人材が活躍できる職場環境整備を推進してまいります。

【原則３－１　情報開示の充実】

【補充原則３－１－２　英語での情報開示】

当社は、現段階では英語での情報の開示・提供を行っておりませんが、2023年３月期より自社ホームページでの英文開示を実施する予定であり、
速報性の高い決算短信や議決権行使に係る株主総会招集通知（要約）につき、英語での情報開示を行ってまいります。

【補充原則３－１－３　サステナビリティ経営に関する開示、ＴＣＦＤ等の枠組みに基づく開示】

　当社は、サステナビリティを巡る課題への対応を、リスクの低減かつ企業の成長につながる重要な課題として認識しており、サステナビリティ経
営体制をより一層推進させるため、2022年４月よりサステナビリティ委員会を設置し、「サステナビリティ基本方針」の策定に取り組んでまいります。
中長期的な企業価値の向上に向けた経営戦略や経営課題との整合性を意識し、人的資本や知的財産への投資等も含めた関連情報の開示に努
めるべく、現在大学等の研究機関とも連携の上、様々なリスク及び収益機会についてのデータ収集・分析等を進め、リスク管理の強化に努めると
ともに充実した開示に向けて検討してまいります。

【補充原則４－１－２　中期経営計画達成に対する取締役会のコミットメント】

当社の属するインターネット関連市場は、いまだ発展途上にあり、業界環境の変化は激しく、未だ不確定要素が多いため、中期経営計画を公表す
ることは株主や投資家の皆さまの誤解を招く可能性があり適切ではないと考えております。なお、取締役会においては、中期的な業績目標を定め
、進捗状況の確認、分析を行った上で、適宜、見直しを行っており、半期ごとに公表している決算説明資料及び決算説明会において、概要を説明
させていただいております。

【補充原則４－２－２　サステナビリティ基本方針、事業ポートフォリオに関する戦略実行への監督】

　当社は、サステナビリティを巡る取組みの基本的な方針について、その策定を進めております。今後、策定したサステナビリティを巡る取組みの
基本的な方針は、自社ホームページ等で開示する予定です。また、経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行については、企業
の持続的な成長に資するよう、取締役会が実効的に監督してまいります。

【補充原則５―２―１　事業ポートフォリオの方針・見直しの状況説明】

取締役会において中期経営計画を検討、策定するとともに、進捗状況のモニタリングを行い、必要に応じて適宜、中長期の事業戦略や方針、経営
計画、事業ポートフォリオの見直しを行っております。

一方、業界環境の変化は激しく、未だ不確定要素が多いため、投資家の皆様に計画段階の不確定情報をお伝えし、予断を与えることは避けたい
と考えており、中期経営計画の公表はしておらず、半期ごとの決算説明資料、及び説明会にて概要を説明するにとどまっております。

なお、対外的な公表については、今後も継続的に検討してまいります。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

全ての原則について、2021年6月の改訂後のコードに基づき記載しております。

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

当社は、純投資目的以外の目的で上場株式を保有するに当たっては、事業活動の持続的な発展とそれによる中長期的な企業価値向上の観点に
立ち、業務提携や取引関係の構築や強化等の事業上の必要性、および投資の経済的合理性等の検討を十分に行った上で、必要と判断する場合
に政策保有を行う方針です。

政策保有株式の議決権の行使にあたっては、当該企業の経営、財務状況を分析した上で、議案ごとに内容を精査し、当社の保有目的に適うもの
か、ひいては当社の株主価値を毀損するものでないか等を総合的に勘案し、議案ごとに賛否を判断いたします。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者間の取引については取締役会決議事項とし、特別の利害関係を有する者を除いた取締役によって決議を行う旨、並びに取引
の経過や結果を報告する旨を「取締役会規程」に定めており、適切に監督を行っています。また、取締役による競業取引や利益相反取引について
も、同様に取締役会における取引の承認および取引後の報告を行うこととしています。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金制度を採用していないため、開示する内容はございません。

ステークホルダーの一員である従業員への還元策として、企業年金のアセットオーナーとして機能発揮できる企業年金の導入を今後検討してまい
ります。

【原則３－１　情報開示の充実】

当社は、下記（１）～（５）について、次のとおり情報提供を行っています。

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、経営理念として経営の基本方針並びに社長メッセージをウェブサイトにおいて公表しています。また、経営戦略は、株主総会や決算説明
会において説明を行うとともに、当社ウェブサイトにおいてその資料を提供しております。また、経営計画につきましては、東京証券取引所に提出
する決算短信において、年次の業績予想を公表しています。

（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、コーポレート・ガバナンス報告書において開示しております。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

本報告書の「Ⅱ．１．機関構成・組織運営等に係る事項 【取締役報酬関係】 報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照下さい

。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続

取締役候補者につきましては、会社経営や当社の属する業界におけるこれまでの経験、知識、高い専門性および見識を有しているかなどの確認
を行い、代表取締役および取締役が面談を行い、独立社外取締役で構成される任意の指名・報酬委員会及び取締役会において審議のうえで候
補者を選定し、取締役会における審議を経て決定いたします。

また、監査等委員である取締役候補者につきましては、当社の経営や事業、当社の属する業界に関して豊富な経験や幅広い見識を有し、取締役
会に対して適切な助言を行うことのできる候補者を代表取締役および取締役が選定し、監査等委員会の同意を得た上で、取締役会における審議
を経て決定いたします。

また、経営陣幹部の職務執行に不正、または重大な法令もしくは定款違反があった場合には、取締役会に解任提案を行い、取締役会決議をもっ
て解任を決定いたします。

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

社外取締役候補者の選任については、個々の略歴、選任理由および重要な兼職の状況等を、株主総会参考書類、有価証券報告書、本報告書「
２．１．【取締役関係】会社との関係(２)」」において開示しております。今後は、社内出身の取締役を含む全ての候補者につきましも、選任理由の記
載を検討してまいります。

また、任期満了以外で解任する場合には、具体的な説明を行ってまいります。

【補充原則３－１－３　サステイナビリティについての取組等】

当社は2022年１月にＳＤＧｓ宣言、及びマテリアリティ（重要課題）を定め、当社ホームページのサステナビリティページにおいて内容を開示し、決算
説明会や個人投資家説明会の機会で内容の説明を実施してまいります。

また、気候変動に係るリスクにつきましては、それが当社の事業活動や収益に与える影響が想定される場合にはＴＣＦＤまたはそれと同等の枠組
みに基づく開示の質と量の充実を検討してまいります。

中期経営計画および事業計画を軸とした経営戦略・経営課題において、当社の中長期的な成長戦略を踏まえた投資とその内容に関して、決算短
信やその説明資料、有価証券報告書において説明・開示してまいります。

【原則４－１　取締役会の役割・責務(１)】

【補充原則４－１－１　取締役会の判断・決定、経営陣に対する委任の範囲の開示】

取締役会は、法令、定款および取締役会規程の定めに従い、当社の重要な業務執行に関する事項を決定し、その他の業務執行については、職
務権限規程に基づき業務執行取締役および執行役員等にその権限を委任しています。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準および資質】

当社では、社外取締役候補者の独立性判断基準は、会社法上の社外要件および東京証券取引所が定める独立性基準としております。また、当
社の経営に適切な助言および監督のできる取締役候補者を選定しております。

【補充原則４－10－１　　委員会構成の独立性に関する考え方・ 権限・役割等】

当社は社外取締役を委員長とし、独立社外取締役４名を委員とする指名・報酬委員会を設置しています。

同委員会では公平性・透明性・客観性を確保するため、委員長を社外取締役とし、また委員は独立社外取締役で構成することを定めており、経営
に重要な影響を及ぼす役職者の指名や報酬などの特に重要な事項に関する検討を行ない取締役会に答申しております。

【補充原則４－11－１　取締役会全体としてのバランス・多様性・規模等に関する考え方】

当社は取締役会について、取締役会全体としての当社の属する音楽、エンターテインメント領域での経験とインターネット関連市場及び専門技術



に関する知見を有することなど各取締役の能力のバランスおよび多様性を確保した上で、的確かつ迅速な意思決定のための規模を勘案し、当社
にとって最適な形で構成されるよう配慮するとともに、年代・性別・国籍を問わず、豊富な経験、見識、専門性を持つ人材を選定しております。

加えて、独立社外取締役には、他社や他事業分野などでの経営経験を有していることも人材の選定にあたっては重視しております。

また、国際取引における実績や経験の豊富な外国人の取締役を選任しており、海外事業の展開への対応に必要な体制を整えております。

取締役会の規模については、各事業部門へと適正に配置した執行役員への権限委譲を前提として、意思決定の迅速化を図るべく、取締役会にお
ける適切な審議、執行の監督を行うために必要かつ、適切な規模とし、定款において10名以内と定めています。

【補充原則４－11－２　取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況】

社外取締役２名は、他社の役員を兼任していますが、その数は合理的な範囲であり、当社の取締役としての役割や責務を適切に果たすことがで
きるものと考えています。各役員の兼任状況につきましては、有価証券報告書、本報告書「２．１．【取締役関係】会社との関係(２)」に開示しており
ます。

【補充原則４－11－３　取締役会の実効性分析・評価の実施と開示】

全ての取締役に対し、評価の趣旨等を説明のうえ「取締役会評価に関する質問票」を配布し、得られた回答を基に当社取締役会において、自己評
価結果の分析及び今後の課題について議論を行っております。現状ではその結果の開示は実施していませんが、今後につきましては、分析や評
価の仕組みをより高度化し、その結果の概要を開示していくことを予定しております。

【補充原則４－14－２　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役が、その役割や責務を果たすために必要なトレーニングの機会を継続的に提供することを基本方針としており、取締役に対し、自
らの責任を果たすべく、業務上または経営を管理・監督する上で、必要な知識の取得や更新等のための研修の機会を提供または斡旋することと
しており、その費用は当社にて負担することとしております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、合理的な範囲で株主との建設的な対話を積極的に行っております。株主との
対話にあたっては、取締役であるCFOをIR活動全般についての統括責任者とし、CFOとIR担当者を中心に、関連部門が連携して対応しております
。また、特に個別面談を重視しておりますが、それに加え、IR説明会なども実施し、対話の手段の充実に努めており、代表取締役が機関投資家等
の株主との面談を実施しております。対話において把握された株主の意見等については、取締役会に報告し経営の改善に役立てることもあります
。

また、株主総会後には事業説明会を開催し、株主や投資家の皆様との面談対応、および年に２回の株主通信の発行による情報提供など、株主や
投資家の皆様との対話促進に努めております。

加えて、当社ホームページにおいてIR情報を掲載するとともに、IRに関する問い合わせフォームを掲載することにより、株主や投資家が当社に質
問できる環境を提供しております。

ます。株主との対話に際しては、「インサイダー取引防止規則」の定めるところに従い、インサイダー情報を適切に管理しております。

【補充原則５-１-１　経営陣幹部、社外取締役を含む取締役または監査役による株主との対話（面談）への対応】

　株主・投資家の皆様との実際の対話（面談）の対応につきましては、取締役CFO及びIR担当者が直接面会等に応じ、株主の皆様の希望等を勘
案し、他の経営幹部や監査等委員である独立社外取締役との面談も可能としております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 6,720,500 18.59

美藤　宏一郎 5,628,000 15.57

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,091,400 14.08

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ） 1,158,100 3.20

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ Ｓ ＥＲＶＩＣＥＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥ Ｃ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 959,500 2.65

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ， ＴＲＥＡＴＹ ＪＡＳＤＥＣ ＡＣＣＯＵＮＴ 884,500 2.45

ＢＢＨ（ＬＵＸ） ＦＯＲ ＦＩＤＥＬ ＩＴＹ ＦＵＮＤＳ ＰＡＣＩＦＩＣ ＦＵＮＤ 812,000 2.25

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ 764,192 2.11

ＪＰ ＪＰＭＳＥ ＬＵＸ ＲＥ ＮＯ ＭＵＲＡ ＩＮＴ ＰＬＣ １ ＥＱ 691,700 1.91

桑田　武志 610,000 1.69

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

織原　新一 他の会社の出身者

後藤　豊 他の会社の出身者 △

富澤　一誠 他の会社の出身者

沖　一雄 他の会社の出身者



キャスリン　H.　コネリー 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

織原　新一 ○ ○ ―――

長年の上場会社における経営管理業務および
コンサルタントとしての公開支援業務から培わ
れた企業の管理体制に係る知識および経験を
、当社の監査体制に活かしていただくため、監
査等委員である取締役として選任しております
。

また、経営陣から独立した地位を有し、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないため独立
役員に指定しております。

後藤　豊 　 ○ ―――

長年にわたりレコード会社等を経営していきた
ことから、音楽業界における経験・識見が豊富
であり、その知見を活かした専門的見地から、
有用な意見をいただくことを期待できることに加
えて、音楽やその制作者、権利者のための業
界団体での活動統括の経験も豊富であり、企
業社会全体を踏まえた客観的視点での経営の
監督とチェック機能という観点から、社外取締
役としての職務を適切に遂行できると判断し、
選任しております。

また、経営陣から独立した地位を有し、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないため独立
役員に指定しております。

富澤　一誠 ○ ○ ―――

音楽評論活動の経験を生かし、第三者的かつ
、公正・中立な視点から経営監視機能を強化し
ていただくために監査等委員である取締役とし
て選任しております。

また、経営陣から独立した地位を有し、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないため独立
役員に指定しております。

沖　一雄 ○ ○ ―――

東京大学生産技術研究所及び京都先端科学
大学の教授として研究・指導に従事されるなど
、高度な専門知識を有しており、今後の当社グ
ループの経営に対して、特に技術面から適切
な監督と助言をしていただくため、監査等委員
である取締役として選任しております。また、経
営陣から独立した地位を有し、一般株 主と利

益相反が生じるおそれがないため独立 役員に

指定しております。

キャスリン　H.　コネリー ○ ○ ―――

エンタテインメント業界において、長年に渡る経
営者としての豊富な経験と高い識見を有してお
り、当社グループの持続的成長を促し中長期
的な企業価値の向上を図るため、特にダイバ
ーシティ推進の観点から、グローバルな視点に
基づき当社取締役会の意思決定機能や監督
機能の実効的な強化に貢献いただけると判断
し、監査等委員である取締役として選任してお
ります。また、経営陣から独立した地位を有し、
一般株 主と利益相反が生じるおそれがないた

め独立 役員に指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 4 0 0 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

内部監査室が、監査等委員である取締役の求めに応じて監査等委員の職務を補助することとしております。また、監査等委員である取締役が補
助者の採用を希望する場合は、取締役会で意見交換を行い決定いたします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員である取締役は、会計監査人および内部監査室との情報交換により連携を深めております。

内部監査との連携においては、必要に応じて内部監査室による実査に同行することで、監査計画でカバーしていない業務監査の分野を補完しつ
つ、内部監査担当者の監査方法について確認し、具体的な助言を与えております。

また、四半期毎に会計監査人より監査結果報告を聴取するほか、適時に会計監査人と会合を行い、意見および情報の交換を行うとともに、必要
に応じて会計監査人に報告を求めるなど連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（
名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 0 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 0 4 0 0
社外取
締役

補足説明

取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることを目的として、

任意の諮問委員会である、指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、取締役会からの諮問に応じ、指名・報酬等に関する事項
について審議を行い、

取締役会に答申を行います。

当社の指名・報酬委員会は、社外取締役４名で構成されております。

【独立役員関係】



独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

中長期的な当社企業価値向上へのインセンティブの付与、福利厚生の充実、および株主としての資本参加による経営参加意欲並びに勤労意欲
の向上を通じて当社の恒常的な発展を促すことを目的として付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、親会社の執行役、その他

該当項目に関する補足説明

中長期的な当社企業価値向上へのインセンティブの付与、福利厚生の充実、および株主としての資本参加による対象者の経営参加意欲並びに
勤労意欲の向上を通じて当社の恒常的な発展を促すことを目的として付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

第18期事業年度における取締役の報酬等の額

取締役（監査等委員を除く）３名（うち社外取締役１名）に対し、報酬等の額134,910千円(うち社外取締役6,000千円)

取締役（監査等委員）４名（うち社外取締役４名）に対し、報酬等の額10,050千円(うち社外取締役　10,050千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、株主総会決議により決定された報酬限度額内において、各人の実績について、

会社の業績、職務の内容、職位及び成果等を勘案し、取締役会決議による委任に基づき指名・報酬委員会が決定しております。

監査等委員である取締役の報酬額は、株主総会決議により決定された報酬限度額内において、監査等委員の協議によって決定しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方
針と整合していることを確認しております。

報酬決定方針の内容と概要

当社の取締役の報酬は、透明性・客観性が高く、役割・責任・成果に応じたものであり、業績と連動し、中長期的な企業価値の向上に資するもので
あるものとしております。

その内容は「基本報酬」、「業績連動報酬」及び「その他報酬（株式報酬）」で構成され、「基本報酬」職責等に基づく基準の範囲内で役割や経験年
数等を考慮したもので

あること、「業績連動報酬」は単年度の業績に連動するものであること、「その他報酬（株式報酬）」は中長期的な経営指標等の達成度合いに連動
するものであることと



しております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役を補佐する部署、および担当者は現在設置しておりませんが、取締役会をはじめとし、意思決定における重要会議には出席し、必要
に応じて取締役および従業員に説明を求めたり、必要な書類の閲覧を行ったりすることができる体制としております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．取締役会

当社は、事業環境の急速な変化に迅速に対応するため、毎月１回の定例取締役会および、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、経営の基
本方針や法令で定められた経営に関する重要事項を決定しております。取締役会では、各取締役の担当する業務の状況や利益計画の進捗状況
等を含む取締役の業務執行状況の報告を詳細に行うことで、取締役間での相互牽制および情報共有に努めております。取締役会は、７名で構成
されており、そのうち５名は業務執行に携わらない社外取締役であります。当該社外取締役は、上場会社での経営管理の経験から、意思決定機
関の運営に関する具体的な意見具申を行っており、経営監視機能の充実も図られております。

２．監査等委員会

当社は監査等委員設置会社であります。監査等委員４名（うち非常勤の社外取締役３名）で構成されております。社外取締役は、長年の上場会社
における経営管理業務に携わった経験から財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

監査等委員会は毎月開催されており、監査計画に対する監査の進捗状況、監査の結果報告およびこれらに対する監査等委員である取締役間で
の意見交換を行い、監査項目の網羅性を確保し、監査内容の精査を図っております。

３．コンプライアンス委員会

当社は、企業の社会的責任を深く自覚し、日常の業務遂行において関係法令並びに社会規範を遵守し、社会倫理に適合した行動を実践すること
を目的とし、コンプライアンス規程を制定し、当社のコンプライアンスの方針、体制、運営方法などを定め、四半期に１度コンプライアンス委員会を
開催しております。コンプライアンス委員会は、代表取締役を委員長とし、各取締役および内部監査室長で構成され、コンプライアンスに係る取組
の推進やコンプライアンスに関する研修等を実施しております。

４．内部監査

当社は、代表取締役直轄の独立組織として内部監査室を設置しており、内部監査室は内部監査室長１名を配しております。内部監査室は、従業
員の業務状況について規程・マニュアル等の遵守性、法令等に照らした適法性等の観点から、１年間で社内の全部署に対して内部監査を実施し
ております。監査結果は、内部監査報告書をもって代表取締役に対して報告を行うとともに、各部署に対しては具体的な指摘事項および問題点の
通知を行っております。改善指示を受けた部署は、これらの原因分析を行うとともに、具体的な改善策を検討の上、改善計画書を作成し、内部監
査室を通し代表取締役へ提出しております。また、内部監査室は、改善状況に関して再監査を行い、その結果を改善状況報告書として取りまとめ
代表取締役へ提出しております。

また、内部監査室は、監査の充実および効率化を図る目的で、監査等委員である取締役および会計監査人と定期的に情報および意見交換を実
施しております。

５．会計監査

当社は、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、会計処理・決算内容等についての監査を受けております。業務を執行した公認
会計士の氏名、監査継続年数および所属する監査法人名は、以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員　丸山　高雄

指定有限責任社員　業務執行社員　千足　幸男

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士２名、その他３名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は変化の激しい業界に属していることから、取締役会につきましては、業界や社内の状況に精通した社内取締役を中心とし、そこに、豊富な
経営管理経験を有し、客観的・専門的見地からの助言が期待できる社外取締役を加え構成されております。これにより、迅速かつ的確で効率的な
意思決定と、それに対する幅広い視野と客観性、公正性を併せ持った実効性の高い監督が実現できると考え、現在の体制を採用しております。

また、当社では、社外取締役４名からなる監査等委員会による監査体制が経営監視に有効であると判断し、監査等委員会設置会社制度を採用し
ております。取締役会には監査等委員である取締役４名が出席しており、監査等委員でない取締役の業務執行に関する監督を行うとともに適宜、
提言および助言などを行い、透明性のある公正な経営体制および効果的にガバナンスが機能するよう努めております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明



株主総会招集通知の早期発送 決算業務の早期化を図り、招集通知の早期発送に取り込んで参る所存です。

集中日を回避した株主総会の設定
集中日を避けた日程を選択するとともに、個人の株主様にご出席頂けるような時間帯へ
の配慮、ならびに株主様との懇親を深めるための懇親会等の実施により開かれた株主総
会の開催に努めてまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回以上、アナリスト・機関投資家向け説明会の開催を予定しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社IRサイトに、決算短信並びに適時開示資料、各種説明会資料などを掲載
しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務経理部に担当者を設置し対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、会社の状況を適時適切に株主、投資家へ開示することは上場企業としての責務
であり、株主や投資家の視点に立ち、会社情報を提供することが重要であると認識してお
ります。今後、決算説明会やＩＲコーナーにおいて、ステークホルダーとのコミュニケーション
を図っていきたいと考えております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、適切かつ効率的な業務運営を遂行するためには、有効な内部統制システムを継続的に整備・構築し、運用していくことが不可欠であると
認識し、会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条に基づき、2009年12月16日及び2016年６月29日開催の取締役会決議により、
以下の通り内部統制システムの整備に関する基本方針を定め、業務の有効性、効率性及び適正性を確保する体制の整備・運用をしております。

＜内部統制システム構築の基本方針＞

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1）取締役は経営理念を率先垂範し、従業員への周知徹底、教育啓蒙を継続し、法令の遵守及び社会的要請への対応を最優先とする企業風土
を醸成する。

(2）コンプライアンスに関する社内規程等に従い、担当責任部門は当社内の意思決定プロセス及び業務執行において、全社を横断する調査、監
督指導を行う。

(3）取締役の職務執行状況は、監査に関する規程及び監査計画に基づき監査等委員の監査を受け、監査等委員は監査等委員でない取締役に対
し、必要に応じて改善を助言又は勧告する。

(4）取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告する。

(5）社長直属部門として内部監査業務を専任所管する部門（以下、「内部監査室」という。）を設けており、年度監査計画に基づいて専任担当者が
監査を実施し、被監査部門に対する問題点の指摘、業務改善の提案、確認を行ない、その実現の支援を行うと同時に、内部監査の内容は、社長
以下関係役員及び監査等委員である取締役にも報告され、経営力の強化を図る。

(6）事業毎に必要に応じて法律・会計等の外部の専門家を起用し、法令・定款違反行為を未然に防止する。

(7）金融商品取引法及びその他の法令への適合を含め、「法律、社会規範、社内ルール等の遵守」、「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告
の信頼性の確保」、「資産の保全」を目的として、内部統制の仕組を整備、構築し、業務の改善に努める。

(8）会社情報の開示については、情報収集、開示資料の作成、開示手順、開示責任者等を定め、開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1）取締役の職務の執行に係る情報及び文書の取扱いは、法令及び社内規程等に定めるところにより、適切かつ検索性の高い状態で記録・保存
・管理され、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

(2）機密性の高い情報はもとより、情報全般について、社内規程等に基づき、保存・管理する部門、責任者、取扱い者を明確にし、適切に管理する
。

(3）情報セキュリティに関する基本方針、細則等を決定し、情報セキュリティに関する社内周知徹底を図る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1）リスク管理に関する規程・マニュアル等を制定及び改定し、当社の事業活動において想定される各種リスクに対応する組織及び責任者を定め
、適切に評価・管理体制を構築する。

(2）不測の事態が生じた場合には、対策チーム等を設置し、情報開示を含む迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整える。



(3）リスクマネジメントを担当する部門を明確にし、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1）経営理念を機軸として、内外の環境を考慮し策定される中期経営計画に基づき、年度計画及び業務目標を明確にし、各業務を執行する。

(2）執行監督責任の明確化を目的として、取締役には社外取締役を含むものとする。

(3）社内規程等に基づき、各業務執行における責任者及びその権限等のルールを定め、効率的に職務の執行が行われる体制をとる。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社における業務執行の状況を把握し、業務の適正性の確保、リスク管理の徹底を図るため、当社取締役、監査等委員である取締役及び

従業員が、必要に応じて各子会社の取締役及び監査等委員である取締役または監査役を兼任するとともに、重要な事項については、事前に当社
取締役会において協議する。

(2) 子会社管理に関する規程、マニュアル等を整備し、子会社における法令遵守及びコンプライアンスの徹底を図るための指導、支援を実施する

。また、内部監査室は、子会社に対する内部監査を実施し、子会社の内部統制の整備に資する。

(3) 当社が策定した経営方針・事業計画を子会社にも周知徹底するとともに、当社の取締役会への報告体制を確立することにより、子会社に対す

る当社の経営管理体制を整備する。

(4) 子会社の事業戦略、事業計画等の重要事項の決定は、当社の事前承認事項とする。

６．監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

(1）当社の内部監査室が、監査等委員である取締役の求めに応じて監査等委員の職務を補助する。

(2)監査等委員である取締役が補助者の採用を希望する場合は、取締役会で意見交換を行い決定する。

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1）監査等委員である取締役より監査等委員を補助することの要請を受けた内部監査部門の従業員は、その要請に関して、取締役及び上長等の
指揮・命令を受けないものとする。

８．取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制その他の監査等委員である取締役への報告に関する体制

(1）監査等委員会委員長は、取締役会の他、重要な意思決定プロセス及び業務の執行の状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、
主要な決裁を求める書面その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員にその説明を求める。

(2）取締役及び従業員は、監査等委員である取締役の求めに応じて速やかに業務執行状況を報告する。

(3）取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査等委員である取締役に報告する。

９．その他の監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1）監査等委員には法令に従い監査等委員である社外取締役を含み、公正かつ透明性を担保する。

(2）監査等委員である取締役、会計監査人及び内部監査部門は意見交換の場を持ち、相互の連携を図る。

(3）代表取締役と監査等委員である取締役は、相互の意思疎通を図るために定期的な会合をもつ。

(4）当社監査等委員である取締役が独自に意見形成するため、会社と顧問契約を締結していない弁護士等、外部の専門家に相談ができる体制を
確保する。

10．反社会的勢力を排除するための体制

(1）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨むとともに、一切の関係を遮断する。

(2）当社は、「反社会的勢力および団体の排除に関するポリシー」により、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは
断固として対決します。」と宣言するとともに、反社会的勢力の排除に関する対応部署を設置し、反社会的勢力及び団体との関係を遮断するため
の取組支援、社内体制の整備、研修活動の実施、対応マニュアルの整備、外部専門機関との連携等を行っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力および団体の排除に関するポリシーを制定し、ホームページに掲載することにより、当社の反社会的勢力および団体の排除に関す
る方針を明確にし、反社会的勢力および団体からの接触の防止に努めております。それに加え、万が一、反社会的勢力および団体が当社に接触
を試みた場合に備え、反社会的勢力対応規程を制定し、当社の健全な経営を阻害する要因の排除と反社会的勢力および団体への資金提供等を
防止するための対応策を定めております。

さらに、警察署や関係機関により開催される反社会的勢力に関するセミナー等には、代表取締役をはじめとする取締役を中心に積極的に参加し
ており、反社会的勢力排除に対する意識の向上を図るとともに情報収集にも努めております。加えて、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連
合会にも参加しております。なお、上場後の株主をはじめとした利害関係者の増加に備えて、所管警察署の相談窓口との関係強化、事件発生時
の緊急体制の構築も実施しております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．適時開示担当部署

当社及びグループ会社に係る重要な会社情報に関しては、総務経理部の担当者から構成されたＩＲグループが適時開示を担当しております。

２．適時開示方法

（１）当社に係る情報 　

イ．決定事実に係る情報 　　　



株式会社東京証券取引所が定める適時開示規則（以下「適時開示規則」といいます。）に規定された重要な決定事実については、原則として毎月
１回開催される定時取締役会（緊急を要する事案については臨時取締役会）において決議がなされた後、総務経理部のＩＲグループがＴＤｎｅｔ及び
記者クラブ並びに当社ウェブサイトを通して開示しております。 　

ロ．発生事実に係る情報

適時開示規則に定められた重要事実に該当する可能性のある事実が発生した場合は、当該事象を管轄する部署からＩＲグループ宛に報告がなさ
れ、同グループリーダーは東証に届け出ている情報取扱責任者（管理担当取締役）及び代表取締役に報告、その指示を仰いだうえで、重要事実
に該当する場合は速やかに開示を行うよう、担当者に指示を出すこととしております。

ハ．決算に関する情報 　　　

決算に関する情報のうち開示を要する事項については、総務経理部長よりＩＲグループに当該決算情報開示の依頼があり、同担当者は情報取扱
責任者及び代表取締役に報告、その指示を仰いだうえで、速やかに開示を行うよう、開示担当者に指示を出します。

（２）子会社に係る情報 　　

当社グループの子会社において、適時開示規則に定められた重要事実に該当する可能性のある事項について決定した又は発生した場合は、各
子会社の代表取締役又は担当者より当社の総務経理部ＩＲグループに報告がなされ、同担当者は情報取扱責任者及び代表取締役に報告、その
指示を仰いだうえで、重要事実に該当する場合は速やかに開示を行うよう、開示担当者に指示を出すこととしております。

３．適時開示に係るチェック体制 　　

取締役会への付議内容や重要な社内りん議書を、適時開示担当部署であるＩＲグループにて逐一確認し得るチェック体制を取っております。


